
１．継続事業の前提に関する注記
該当する事項はない。

２．重要な会計方針
（1）　有価証券の評価基準及び評価方法

個別法による原価基準を適用している。ただし償却原価法は、重要性が乏しいため適用していない。

（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法
斡旋品・・・最終仕入原価法による。

（３）　固定資産の減価償却の方法
定率法による減価償却を採用している。ただし、平成10年4月1日以降取得の建物は、定額法による。

（４）　引当金の計上基準
①退職給付引当金

平成12年4月に勤労者退職金共済機構へ移行したが、退職給付引当金に不足があったことから
その不足額を平成16年3月期までに計上した。

②退職慰労引当金
役員の退職慰労金に備えるため、規程による当事業年度末における要支給額を計上した。

③賞与引当金
職員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に帰属する期間の支給見込み額を計上した。

（５）　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式による。

３．会計方針の変更
該当する事項はない。

４．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円）

５．特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。 (単位：円）

６．担保に供している資産
該当する資産はない。

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
退職給付引当資産 10,793,840 1,865,700 8,928,140
減価償却引当資産 198,813,680 4,720,000 0 203,533,680
退職慰労引当資産 6,458,000 1,160,000 3,384,000 4,234,000
近代化基金（指定） 638,303,671 20,000,000 0 658,303,671
近代化基金 26,852,000 0 0 26,852,000

合　　計 881,221,191 25,880,000 5,249,700 901,851,491

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産
退職給付引当資産 8,928,140 (0) (0) (8,928,140)
減価償却引当資産 203,533,680 (0) (203,533,680) (0)
退職慰労引当資産 4,234,000 (0) (0) (4,234,000)
近代化基金（指定） 658,303,671 (658,303,671) (0) (0)
近代化基金 26,852,000 (0) (26,852,000) (0)

合　　　計 901,851,491 (658,303,671) (230,385,680) (13,162,140)



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
該当する事項はない。

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合は除く。）などの偶発債務
該当する事項はない。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円）

時価情報は、参考価格入手不能につき、記載していない。

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円）

１２．基金の増減額及びその残高
基金の増減及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　　　　物 244,503,952 168,145,015 76,358,937
建物附属設備 6,904,250 6,699,471 204,779
構　築　物 6,729,400 6,693,567 35,833
備　　　　品 13,997,292 12,562,995 1,434,297
車両運搬具 9,798,740 9,422,084 376,656
土地 329,096,543 0 329,096,543
電話加入権 97,293 0 97,293
出資金 13,985,000 0 13,985,000

合　　　　　計 625,112,470 203,523,132 421,589,338

科　　　　目 帳簿価額 時　　　価 評価損益

近代化基金（投資有価証券） 200,000,000 － －

合　　　　　計 200,000,000 － －

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金
鹿児島県運輸事業振興助成補助金 0 236,254,000 236,254,000 0 指定正味財産

地方適正化事業助成費 0 9,124,000 9,124,000 0
全国関連事業助成費 0 8,203,454 8,203,454 0 一般正味財産

助成金

全日本
トラック
協会

一般正味財産
利子補給事業助成費 0 1,480,211 1,480,211 0 一般正味財産
各種助成事業助成費 0 9,400,995 9,400,995 0 一般正味財産

小　　　　計 0 28,208,660 28,208,660 0

合　　　　計 0 264,462,660 264,462,660 0

科　　　目 前期期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基金
近代化基金（指定） 638,303,671 20,000,000 0 658,303,671
近代化基金 26,852,000 0 0 26,852,000

基　金　計 665,155,671 20,000,000 0 685,155,671

合　　　計 665,155,671 20,000,000 0 685,155,671



１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

１４．関連当事者との取引の内容
関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
該当する事項はない。

１６．重要な後発事象
該当する事項はない。

１７．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項
引当金の明細 (単位：円）

内　　　　容 金　　　額

経常収益への振替額
運輸事業振興助成補助金 216,254,000

合　　　　計 216,254,000

No 属性
法人等の名称 資産総額

(単位：円)

事業内容又は職業
関
係
内
容

役員の兼務等

住　　所 議決の所有割合 事業上の関係

1
地方
公共
団体

鹿児島県
省略

省略 なし

鹿児島県鹿児島市 なし 補助金交付者

2 国
国土交通省

省略
省略 なし

東京都中央区 なし 事業計画報告

No
法人等の名称

取引の内容
取引金額
(単位：円)

科　目
期末残高
(単位：円)住　　所

1
鹿児島県

運輸事業振興助成補助金交付 236,254,000
受取運輸事業

振興助成
補助金

なし
鹿児島県鹿児島市

2
国土交通省

なし なし なし なし
東京都中央区

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

退職給付引当金 10,793,840 0 1,865,700 0 8,928,140

退職慰労引当金 6,458,000 1,160,000 3,384,000 0 4,234,000

賞与引当金 4,500,000 4,600,000 4,500,000 0 4,600,000


